
施

る環境を整えるため、

策

文化芸術と出会える機

の

会を創出する（芸術鑑

概

賞体験事業（劇団四季

要

、文楽公演））。

■　

柱

文化遺産調査漫画「ビ

立

ビビ美アダチ」刊行、

て

文化財デジタルマップ

6

の作成やイベント情報

【

でのイベント発信など

ひ

情報発信力の強化を図

と

る。

■　アフターコロ

】

ナに向けてリアルとデ

自

ジタルを活用したイベ

ら

ント事業等の展開を図

考

る(ストリートピアノ

え

、電子展
方　　　針

覧

行

会、コンサート配信な

動

ど)。いつでも、どこ

し

にいても文化芸術を楽

、

しめる状況を提供する

そ

ことで、心豊かなまち

の

の

形成の実現を推進す

成

る。

■　文化財保護法

果

の一部改正により有形

を

・無形を含めた文化財

地

保護及び利活用に向け

域

て、令和５年の足立区

に

文化芸術

推進計画見直

活

しに合わせ、行動計画

か

を策定する。

■　郷土

す

博物館の大規模改修に

人

向け移転手続きや設計

施

事務を滞りなく進め、

策

休館中も文化遺産調査

群

を継続する。

担 当 課 名

名

生・地域文化課（取り

3

まとめ）

電 話 番 号 03

生

-3880-5985

涯

E-mail chii

に

ki@city.ad

わ

achi.tokyo

た

.jp

　国の文化芸術

る

推進基本計画では、「

学

文化芸術の推進のため

習

には、行政機関、文化

・

芸術団体、文化施設、

文

企業等の民

間事業者等

化

の関係者相互の連携及

・

び協働が重要である」

ス

とされている。区内に

ポ

おいても、文化施設や

ー

文化芸術にかか

わる専

ツ

門的な人材、民間事業

活

者、教育機関など様々

動

な担い手がいる。それ

を

らの主体を結びつける

実

ことで、相乗効果が

協

践

働・協創 生まれ、文化

で

芸術の活性化を図って

き

いく。なお、主な協働

る

、協創主体としては、

仕

庁内は、シティプロモ

組

ーション課、

の 取 組 み

み

報道広報課、生涯学習

を

支援課、庁外は、文化

つ

団体連合会、足立シテ

く

ィオーケストラなどの

る

音楽団体、郷土芸能保

施

存会

、郷土博物館協働

策

グループ及び共催事業

名

実行委員会がある。

　

3

４「質の高い教育をみ

.

んなに」について、令

1

和２年度に策定した足

文

立区文化芸術推進計画

化

では、計画の目指す将

・

来

の姿において、「年

芸

齢や性別、障がいの有

術

無に関わらず、区民の

活

だれもが文化芸術を身

動

近なところで気軽に楽

の

しめる
ＳＤＧｓが

環境

充

が整っている」と設定

実

していることから関連

と

が深いものと思われる

郷

。
目指す目標

　１１「

土

住み続けられるまちづ

の

くりを」について、国

歴

の文化芸術推進基本法

史

には、「文化芸術は、

継

心豊かな活力ある
（タ

承

ーゲッ
社会の形成にと

の

って極めて重要な意義

支

を持つもの」とされて

援

いることからも、各事

■

業の推進がまちづくり

　

には外せな
ト）との関

区

い関連深いものである

民

。
連及び評価

　各事業

の

の実施により区民が気

だ

軽に文化芸術を楽しめ

れ

る環境の整備が進んで

も

いることから、SDG

が

sの推進に大きく貢献

文

していると評価する。

化

備　　　考

・芸術に親しむことができるよう、文化・芸術活動の充実及び環境整備を図る。

■　文化資源の調査・活用に努め、郷土の歴史・文化継承を支援する。

施策の方向
( 目 標 )

■　足立区文化・読書・スポーツ推進委員会文化部会を開催し、「子どもたちへ、文化芸術の「楽しさ」「面白さ」

体験の機会を創出する。」「生きがいの一つとなるような定期的・継続的な活動を支援できる事業」「文化財・文化

遺産・伝統文化の保存、継承と活用・活性化」などの文化芸術推進計画の見直しに関する助言を受けた。

■　令和４年度に実施した区政モニターアンケートでは、「文化活動はコロナ禍から回復傾向にあるが依然として新
現　　　状

型コロナウイルス感染症の影響がある。」「大人に比べて子どもに対する文化芸術事業への評価は低い。」「区内の

伝統芸能や文化財への関心は高いが半数以上が体験していない。」などの結果となった。

■　幅広く文化財の裾野を広げるため、有形・無形を含めた文化財保護及び利活用に関する文化財保護法の一部改正

があった。

コロナ禍における感染症対策に配慮した事業の実施やデジタルの必要性に対応した取り組み、国の文化財保護法の一

部改正など、文化芸術推進に関する状況が変化したこ

足

とで以下の課題が明ら

立

かになっている。

■　

区

３分野アンケートによ

　

ると、文化芸術への関

令

心は約７割と高いが、

和

行動に移した人は約３

５

割と少ない。

■　区全

年

体的に過去一年間の文

度

化芸術の鑑賞が減少し

施

ているが、特に小中学

策

生の鑑賞機会がコロナ

評

禍以前の約９割か

ら約

価

６割へ大きく減少した

調

。
課　　　題

■　区政

書

モニターアンケートで

(

は、足立区の伝統芸能

令

や文化財への関心は約

和

８割と極めて高いもの

４

の、実際に触れた

こと

年

のある区民は約４割と

度

少ない。

■　文化芸術

事

の広がりを推進するプ

業

ラットフォームづくり

実

ができていない。

■　

施

年齢や性別、障がいの

)

有無にかかわらず、区

1

民のだれもが身近なと

 

ころでも気軽に楽しめ



源を活用した企画展等の来館者数

定義等 郷土博物館における企画展の来館者数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 8,000 8,000 8,000 -
(5)

実　績　値 15,434 6,398 6,528 11,293 R6 22,000

達　成　率 0% 70% 80% 29% 82% 30% 141% 51% -

指標名 【活動2-2】郷土芸能を保存・伝承する団体の活動を鑑賞した人数

定義等 郷土芸能鑑賞会・郷土芸能大会の鑑賞者数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 600 600 600 600
(6)

実　績　値 1,014 0 0 0 R6 1,200

達　成　率 0% 85% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 464,896 501,910

人件費 203,939 188,976

総事業費 668,835 690,886

前年比(金額) △412,426 22,051

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合

定義等 3分野に関するアンケート調査（区民向け調査）において文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 20 - -
(1)

実　績　値 15.7 - 22.9 - R6 30

達　成　率 0% 52% 0% 0% 115% 76% 0% 0% -

指標名 【活動1-1】文化・読書・スポーツ活動協創推進事業の回数（分野間連携事業）

定義等 読書・スポーツ分野と連携した協創推進事業の年間の総実施回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 180 648 792 -
(2)

実　績　値 - 324 752 1,130 R6 3,360

達　成　率 0% 0% 180% 10% 116% 22% 143% 34% -

指標名 【活動1-2】文化芸術交流会の開催回数

定義等 文化芸術交流会の年間開催数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 2 3 4 4
(3)

実　績　値 - 0 0 1 R6 6

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 25% 17% -

指標名 【成果2】足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合

定義等 3分野に関するアンケート調査（区民向け調査）において足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 - -
(4)

実　績　値 40.8 - 37.7 - R6 70

達　成　率 0% 58% 0% 0% 75% 54% 0% 0% -

指標名 【活動2-1】文化資



な

まえた今後の方向性

【

ど

成果１】令和４年度の

、

新規事業「劇団四季」

文

の芸術鑑賞体験事業は

化

、アンケート結果から

芸

鑑賞した小学５年生に

術

文化芸術への関

心に加

活

え、将来への希望など

動

、子どもの成長に良い

の

影響を与えているため

影

令和５年度も継続する

響

。藝大連携事業のよう

が

な読書との

連携など、

あ

今後も文化芸術分野だ

っ

けではなく他計画との

た

連携事業や情報発信を

一

行い、区民の生活の質

年

の向上に寄与していく

で

。

【活動１-１】魅力

あ

的なプログラム企画や

っ

ＳＮＳを活用した効果

た

的な情報発信など、引

。

き続き各学習センター

令

等での全区展開の安

定

和

化を図りつつ、従来型

２

の分野別アプローチだ

年

けではなく、「読書か

度

ら文化」「読書からス

か

ポーツ」「スポーツか

ら

ら文化」など、

それぞ

展

れの施設利用者が異な

開

る分野へと関心・行動

し

を広げる働きかけに取

て

り組んでいく。

【活動

い

１-２】デジタルを活

る

用した交流会の開催な

デ

ど代替手段の構築を検

ジ

討していく。

【成果２

タ

】令和３年度に文化財

ル

保護法の一部改正があ

で

り、文化財の滅失・散

の

逸等の防止と、これま

活

で価値付けが明確で無

動

かった未

指定を含めた

が

有形・無形文化財をま

さ

ちづくりに活かすこと

ら

が求められていること

に

から、区文化財の保存

拡

と利活用に関する行動

充

計画

を策定し文化財保

し

護を進めていく。

【活

て

動２-１】郷土博物館

い

は令和５年１月から令

る

和７年３月まで施設更

状

新に伴う休館となって

況

いることから、令和５

と

年度の来館者

数の目標

な

値を設定することはで

っ

きない。しかし、リニ

た

ューアルオープンの令

4

。

和７年度は千住宿４０

【

０年となっており、機

成

運醸成を

図るための事

果

前事業を検討していく

１

。

【活動２-２】コロ

】

ナ禍のなかでも活動が

達

少しずつ再開されてい

成

ることから、発表の機

状

会を提供できるよう各

況

団体との調整を図っ

て

 

：

いく。再開にあたって

３

は、より多くの方に参

分

加していただくよう、

野

区のＨＰやＳＮＳ等を

ア

活用し効果的な周知・

ン

ＰＲを行う。 

ケート調

担

査は３年に１度で令和

当

４年度は中間年である

部

ため未実施である。

【

に

活動１-１】

達成状況

お

：各学習センター等で

け

の活動が活発化し、設

る

定した目標値７９２回

評

に対して１，１３０回

価

と大きく上回った。

原

（

因分析：協創先の各学

部

習センター等の事業理

長

解度の向上やノウハウ

評

が定着したこと、さら

価

に年度後半は、新型コ

－

ロナウイルス感

染症対

１

策の緩和により事業活

次

動が回復した。

【活動

評

１-２】

達成状況：足

価

立シティオーケストラ

）

、足立吹奏楽団、足立

そ

区民合唱団の３支援団

の

体の連絡会を開催する

１

ことが出来た。

原因分

1

析：目標を達成するこ

)

とは出来なかったが、

施

生涯学習支援公社によ

策

る「アートリンクカフ

の

ェ」では、アーティス

達

ト、文化施

設の経営者

成

、地元企業等が参加し

状

、事業連携につながっ

況

た事例もでてきている

と

。

【成果２】

達成状況

そ

：３分野アンケート調

の

査は３年に１度で令和

原

４年度は中間年である

因

ため未実施である。な

の

お、令和４年度第一回

分

区政モニ

ターアンケー

析

トでは、区内の伝統芸

　

能や文化財への関心は

令

約８２％と高く、その

和

うち体験した人は約４

４

４.５％となっている

年

。

【活動２-１】

達成

度

状況：コロナ禍であっ

当

たが、特別展の成功で

初

、設定した目標値８，

は

０００人に対して１１

施

，２９３人と大きく上

設

回った。

原因分析：足

の

立区制９０周年記念特

休

別展「琳派の花園あだ

館

ち」では、藝大連携事

や

業との共催によるオー

一

プニングセレモニーを

部

開催

し、マスコミの取

休

材を受けるなど来館者

止

の増加に結びついた。

は

また、「あだちの拓本

無

」や「足立の学童疎開

か

」については協働グル

っ

ープと共催し、区民の

た

自主的活動を支援した

も

。

【活動２-２】

達成

の

状況：郷土芸術大会な

の

どの中止が重なり、実

、

績を作ることができな

引

かった。

原因分析：郷

き

土芸能鑑賞会（年４回

続

）及び郷土芸能大会（

き

年１回）は中止となっ

事

た。なお、３月２５日

業

に実施した東京ヴェル

の

ディ

連携によるイベン

中

トやギャラクシティの

止

ジャパンフェスタで郷

や

土芸能団体の発表機会

一

を創出し、区民が興味

部

を持つきっかけづくり

制

に取り組んだ。

2)達

限

成状況と原因分析を踏



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地域文化一般管理事務 生・地域文化課4132 1,389 23,212 24,601 現状維持 Ｂ

文化芸術振興基金積立金 生・地域文化課4153 419 830 1,249 改善・変更 Ｂ

文化芸術を担う人材の育成事業 生・地域文化課4155 10,708 4,809 15,517 現状維持 Ｂ

文化芸術施設の管理運営事務 生・地域文化課4156 295,548 6,638 302,186 現状維持 Ａ

郷土博物館管理運営事業 生・地域文化課4159 33,936 27,341 61,277 改善・変更 Ａ

展示等運営事業 生・地域文化課4160 23,227 47,234 70,461 改善・変更 Ａ

文化財保護事業 生・地域文化課4165 12,700 19,213 31,913 改善・変更 Ａ

伊興遺跡公園管理運営事業 生・地域文化課4167 5,729 15,575 21,304 改善・変更 Ｂ

文化芸術施設維持補修事業 生・地域文化課4722 37,968 1,659 39,627 現状維持 Ａ

区民の文化活動支援事業 生・地域文化課13562 15,691 30,849 46,540 現状維持 Ａ

文化芸術施設改修事業 生・地域文化課22087 3,740 3,319 7,059 現状維持 Ａ

芸術鑑賞体験事業 生・地域文化課23215 60,855 8,297 69,152 現状維持 Ａ

合計１２事業 501,910 188,976 690,886

3)施施策の手段として位置付け



施

学習活動を支援してい

策

く。

■ より多くの区

の

民が読書の楽しさに気

概

づき、深められるよう

要

に、乳幼児期からの読

柱

書習慣の定着に取り組

立

んでいく
方　　　針

。

て

（※）動画等をあらか

6

じめサーバに備え、区

【

民からの要求に応じて

ひ

、その情報をインター

と

ネットを通じて配信す

】

る形

式のこと。

担 当 課

自

名 生・生涯学習支援課

ら

（取りまとめ）

電 話 番

考

号 03-3880-5

え

468 E-mail s

行

g-shien@ci

動

ty.adachi.

し

tokyo.jp

■ 

、

区民の自主的な学習活

そ

動において、登録団体

の

が地域とのつながりに

成

より、学びの循環を生

果

み出している。

■ 生

を

涯学習施設において、

地

指定管理者制度を活用

域

し、民間的な発想や創

に

意工夫により管理運営

活

を行っている。

■ 指

か

定管理者の公募・選定

す

・評価において、学識

人

委員のほか、区民委員

施

で構成している。

協働

策

・協創 ■ サークルフ

群

ェア、ふれあい祭りに

名

おいて、利用者等の実

3

行委員会形式で運営し

生

ている。

の 取 組 み ■ 

涯

施設の管理運営におい

に

て、利用者懇談会等で

わ

区民の意見交換や要望

た

を取り入れている。

４

る

　質の高い教育をみん

学

なに

■ 子どもや障が

習

い者等にも配慮し、全

・

ての区民が安心して施

文

設利用ができるよう、

化

計画的な保全計画、施

・

設点検や
ＳＤＧｓが

修

ス

繕等の維持管理及び巡

ポ

回警備等を行っている

ー

。
目指す目標

■ 区民

ツ

のだれもが人生100

活

年時代を心豊かに生き

動

るために、多種多様な

を

生涯学習活動の機会を

実

充実させ、区民の自主

践

（ターゲッ
的な学習活

で

動を支援している。
ト

き

）との関
連及び評価

■

る

 指標（4）令和3年

仕

度実績について、45

組

.9から44.2に修

み

正する。区政に関する

を

世論調査で「最近1か

つ

月に本を読んだ

備　　

く

　考 」と回答した区民

る

の割合の令和3年度の

施

数値を入力すべきとこ

策

ろ、誤って令和2年度

名

の数値を入力していた

3

ため。

.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

■ 区民のだれもが人生100年時代を心豊かに生きるために、生涯学習活動の機会を充実していく。

■ 地域における学びと活動の循環を生み出すために、区民の自主的な学習活動を支援する。

■ 区民の読書習慣の定着を図るために、子どもとその周囲の大人に読書の楽しさや大切さを伝える活動を推進して

施策の方向 いく。

( 目 標 )

■ 生涯学習のきっかけづくりとして、各学習センターにおいて多種多様な事業を実施している（令和3年度実績、1,

820事業）。

■ 学習センター登録団体は、約380団体（スポーツ団体除く）あり、自主的な学習活動を継続的に行っている。

■ 令和3年度に実施した「文化・読書・スポーツに関するアンケート調査」（3年毎に実施）の結果、過去1か月間に
現　　　状

本を読んだと回答した区民は、16歳以上では52.9％、児童・生徒では71.1％であった。

■ 多くの区民がいくつになっても学びの楽しさを感じられるよう、今まで以上に身近な講座やイベント等を充実さ

せ、区民に様々な参加機会を提供していく必要がある。

■ 学習センター登録団体がさらに学びを深め、広げていくためには、日頃の活動の成果を区民や地域に還元するな

ど、学習活動のステップアップが必要である。

■ 令

足

和3年度に実施した「

立

文化・読書・スポーツ

区

に関するアンケート調

　

査」（3年毎に実施）

令

の結果、保護者の読書

和

課　　　題
習慣が子ど

５

もの読書活動に影響し

年

ていることがわかった

度

。読書習慣の定着のた

施

めには、子どもとその

策

周囲の大人に読

書の楽

評

しさや大切さを伝える

価

ことが必要である。

■

調

 意欲のある区民がい

書

つでもどこでも学ぶこ

(

とができるよう、ＩＣ

令

Ｔを活用した同時配信

和

やオンデマンド（※）

４

等

も含め、生涯学習の

年

機会を充実していく。

度

■ 学習センター登録

事

団体が地域還元の意識

業

を持って、講座やイベ

実

ント等を自ら企画運営

施

し、また、アウトリー

)

チ型

の活動を実施でき

1

るよう、学習センター

 

と連携して登録団体の



「子どもの読書と保護者の読書の関連を知っている」

定義等 （指標名続き）と回答した保護者の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 50 55 60 65 70
(5)

実　績　値 47.2 51.1 51.7 52 R6 75

達　成　率 94% 63% 93% 68% 86% 69% 80% 69% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 2,988,399 4,123,859

人件費 424,264 420,855

総事業費 3,412,663 4,544,714

前年比(金額) △15,094 1,132,051

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】講座や講演会、サークル活動などに参加した区民の割合

定義等 区世論調査で「この1年間に講座や講演会、サークル活動等に参加した」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 12 13 14
(1)

実　績　値 - - 4.3 5 R6 15

達　成　率 0% 0% 0% 0% 36% 29% 38% 33% -

指標名 【活動1-1】各学習センター事業の数

定義等 各学習センターが行う講座・イベント等の開催件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 2,650 2,650 2,650
(2)

実　績　値 - - 1,820 4,029 R6 2,650

達　成　率 0% 0% 0% 0% 69% 69% 152% 152% -

指標名 【活動1-2】各学習センター登録団体等が区民や地域に学習機会を提供した数

定義等 各学習センターの登録団体等が自ら企画運営を行う講座、イベント、アウトリーチ型活動の開催件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 183 211 239
(3)

実　績　値 - - 61 99 R6 267

達　成　率 0% 0% 0% 0% 33% 23% 47% 37% -

指標名 【成果2】区政に関する世論調査で、「最近1か月に本を読んだ」と回答した区民の割合

定義等 同上
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 59 59 59
(4)

実　績　値 - - 44.2 45.1 R6 59

達　成　率 0% 0% 0% 0% 75% 75% 76% 76% -

指標名 【活動2】「あだちはじめてえほん」事業のアンケートで、



因

の割合が目標値に達す

分

るよう、引き続き、3

析

分野連携事業を中心と

：

した講座等

を実施し、

区

ＩＣＴも活用しながら

世

区民の自主的な学習活

論

動につなげていく。特

調

に、高度で専門的な大

査

学連携講座やＴＯＥＩ

の

Ｃ等の

資格取得講座を

年

引き続き実施するなど

代

、学び直しのきっかけ

別

作りとなる生涯学習活

で

動の機会も提供してい

の

く。

　登録団体への支

前

援については、地域で

年

の活動が広がるよう、

度

登録団体のＰＲや地域

比

との架け橋の役割等を

較

行うなど、各指定管理

で

者と連携しながら、登

は

録団体の活性化を図っ

、

ていく。

【指標４・５

3

】

　最近1か月に本を

0

読んだ区民の割合や、

代

子どもの読書と保護者

以

の読書の関連を知って

下

いる保護者の割合が目

は

標値に達するよう、

選

1

書や展示、ＰＲなどを

2

充実させ、区立図書館

.

全体のサービス向上を

7

図っていく。

　また、

ポ

「図書館協議会」を設

イ

置し、同協議会から区

ン

立図書館のあり方や運

ト

営に関する意見を受け

増

、必要な改善を図って

加

いく。

したが、60代以上は13ポイント減少してお

4

り、

　　　　　年代に

 

よって差異がみられる

担

。60代以上の世代に

当

ついては、コロナ禍の

部

影響と考えられる。

【

に

指標２】

達成状況：目

お

標値2,650件に対

け

し実績値4,029件

る

となり、目標値を達成

評

できた。

原因分析：新

価

型コロナウイルス感染

（

症対策の利用制限が緩

部

和され、令和4年度は

長

区制90周年事業のコ

評

ンサート事業や子ども

価

体験事

　　　　　業等

－

を多く実施できた。

【

１

指標３】

達成状況：目

次

標値211件に対し実

評

績値99件となり、目

価

標値を達成できなかっ

）

た。

原因分析：登録団

そ

体自ら企画して地域学

の

習センターの会場で区

１

民へ提供する事業は8

1

1件実施し、コロナ禍

)

以前（平成31年度実

施

績

　　　　　71件）

策

の水準に回復している

の

。しかし、登録団体が

達

高齢者施設等において

成

実施する事業は18件

状

実施し、コロナ禍以前

況

　　　　　（平成31

と

年度実績127件）の

そ

水準に回復していない

の

。このようなアウトリ

原

ーチ型事業は、外部の

因

受入れを断られるケー

の

　　　　　スがあった

分

ことから、コロナ禍の

析

影響と考えられる。

【

【

指標４】

達成状況：目

指

標値59％に対し実績

標

値45.1％となり、

１

目標値を達成できなか

】

った。

原因分析：依然

達

として多忙や子育て、

成

加齢を理由に本を読ま

状

ない人が多かったこと

況

が原因と考えられる。

：

なお、令和3年度に実

目

施

　　　　　した「文

標

化・読書・スポーツに

値

関するアンケート調査

1

」（3年毎に実施）に

3

よると、読書に充てる

％

時間は「変わらな

　　

に

　　　い」と回答した

対

区民は半数以上に上っ

し

ており、新型コロナウ

実

イルス感染症が区民の

績

読書活動に及ぼした影

値

響は大きくは

　　　　

5

　なかったと考えられ

％

る。

【指標５】

達成状

と

況：目標値65%に対

な

し実績値52%となり

り

、目標値を達成できな

、

かった。

原因分析：「

目

あだちはじめてえほん

標

」事業において「子ど

値

もの読書と保護者の読

を

書の関連性」をＰＲし

達

ているが、他のイベン

成

トや

　　　　　事業も

で

含めた一体的なＰＲが

き

十分でなかったことが

な

考えられる。

2)達成

か

状況と原因分析を踏ま

っ

えた今後の方向性

【指

た

標１・２・３】

　講座

。

や講演会、サークル活

原

動などに参加した区民



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

生涯学習振興公社運営事業 学校支援課4130 282,434 34,018 316,452 現状維持 Ａ

指定管理者管理運営事務 生・生涯学習支援課4139 2,146,584 82,140 2,228,724 現状維持 Ａ

図書館管理事務 中央図書館4168 264,466 52,212 316,678 改善・変更 Ａ

図書館図書資料貸出・整備事業 中央図書館4174 165,465 63,649 229,114 現状維持 Ａ

図書館ネットワークシステム管理事務 中央図書館4176 5,486 12,446 17,932 現状維持 Ａ

読書活動推進事業 中央図書館4177 13,155 46,384 59,539 改善・変更 Ａ

生涯学習関係施設維持補修事業 生・生涯学習支援課13500 67,517 24,891 92,408 現状維持 Ａ

図書館施設運営事務 中央図書館22322 6,800 12,446 19,246 現状維持 Ａ

図書館サービス運営事務 中央図書館22323 5,204 67,778 72,982 改善・変更 Ａ

図書館の大規模改修・開設事業 中央図書館22340 1,165,000 8,297 1,173,297 拡充 Ａ

生涯学習支援事業管理事務 生・生涯学習支援課22576 1,748 16,594 18,342 現状維持 Ａ

合計１１事業 4,123,859 420,855 4,544,714

3)施施策の手段として位置付け



施

備室、教育委員会（教

策

育指導部・学校）、生

の

涯学習振興

公社、体育

概

協会等と、事業内容の

要

検討をはじめとした協

柱

働体制を更に強化して

立

いく。また、民間企業

て

主導による事業

展開に

6

ついて、協創の視点か

【

ら今後、拡大を推進し

ひ

ていく。

協働・協創
の

と

取 組 み

【目標】3 す

】

べての人に健康と福祉

自

を【ターゲット】3.

ら

4 2030年までに

考

、非感染性疾患による

え

若年死亡率を、予防や

行

治療を通じて3分の1

動

減少させ、精神保健及

し

び福祉を促進する。【

、

関連する理由】日常的

そ

に楽しめる運動・スポ

の

ーツを
ＳＤＧｓが

通じ

成

、誰もが健康な身体を

果

維持できるよう取り組

を

み、共生社会の構築を

地

目指していく。
目指す

域

目標
【目標】17 パ

に

ートナーシップで目標

活

を達成しよう【ターゲ

か

ット】17.17 様

す

々なパートナーシップ

人

の経験や資源戦略
（タ

施

ーゲッ
を基にした、効

策

果的な公的、官民、市

群

民社会のパートナーシ

名

ップを奨励・推進する

3

。【関連する理由】運

生

動・スポー
ト）との関

涯

ツに関する事業の実施

に

について、様々な関係

わ

団体や、民間事業者、

た

プレーヤー、サポータ

る

ーとつながることで、

学

幅広
連及び評価

い運動

習

・スポーツの機会を創

・

出していく。

備　　　

文

考

化・スポーツ活動を実践できる仕組みをつくる

施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

■ 運動・スポーツを身近に感じられる環境を整えることで、年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、誰もが日常

的に楽しめる運動・スポーツを推進する。

■ 運動・スポーツを支える人材の育成に取組み、運動・スポーツを通じた共生社会の構築を目指す。

施策の方向
( 目 標 )

■ 区では、子どもの体力向上や、高齢者の健康づくり、「するスポーツ」「みるスポーツ」の充実など、運動・ス

ポーツの機会創出に取組んできた。

■ 令和元年度に行った調査では、日常的に（週1回以上）運動・スポーツを行っている区民の割合は全体の41.8％と

なっているが、これは全国の同種の調査結果（53.6％）に比べ、低い数値となっている。
現　　　状

■ 令和元年度に行った調査では、障がいのある区民の31.7％が現在、運動・スポーツに取組んでいると回答してい

る。

■ 障がいの有無にかかわらず一人でも多くの方が取組めるよう、運動・スポーツへの関心や意欲を高め、寄り添っ

た支援を行っていく必要がある。

■ 新型コロナウイルス感染症による社会情勢の変化もあり、「みるスポーツ」などの集客イベントの実施は難しい

状況にあり、新たなアプローチにより運動・スポーツを推進していく必要がある。

■ 運動・スポーツの指導者やボランテ

足

ィアといった人材が不

立

足しており、こうした

区

人材の育成、活躍の場

　

づくりを
課　　　題

進

令

めていく必要がある。

和

■ 運動・スポーツを

５

気軽に楽しめる機会の

年

提供や場の整備を通し

度

て、運動・スポーツを

施

区民により身近に感じ

策

ても

らう取組みを推進

評

する。

■ より多くの

価

障がい者が体験を通し

調

て運動・スポーツに取

書

組めるよう、支援の輪

(

を広げていくとともに

令

、それを支

える人材育

和

成に取組んでいく。

方

４

　　　針

担 当 課 名 生・

年

スポーツ振興課（取り

度

まとめ）

電 話 番 号 03

事

-3880-5826

業

E-mail spor

実

ts@city.ad

施

achi.tokyo

)

.jp

　当課各事業に

1

関わりのある、福祉部

 

、衛生部、道路公園整



- - 69 R6 73

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 153% 95% -

指標名 【成果3】あだちスポーツコンシェルジュを通じ継続的な運動・スポーツの実施につながった障がい者の人数（累計）

定義等 あだちスポーツコンシェルジュでの相談の結果、運動・スポーツの実施へとつながった障がい者の人数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 40 69 69
(5)

実　績　値 - - 19 29 R6 136

達　成　率 0% 0% 0% 0% 48% 14% 42% 21% -

指標名 【活動3】区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」の修了者数（累計）

定義等 区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」を修了した受講者の累計の人数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 149 169 209
(6)

実　績　値 - - 151 183 R6 209

達　成　率 0% 0% 0% 0% 101% 72% 108% 88% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 749,101 800,858

人件費 102,929 106,226

総事業費 852,030 907,084

前年比(金額) △109,932 55,054

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】定期的にスポーツをする人の割合

定義等 世論調査で「日常的に運動・スポーツを行っている人」の割合
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 59 62 62 62 62
(1)

実　績　値 56 59 56 57 R6 62

達　成　率 95% 90% 95% 95% 90% 90% 92% 92% -

指標名 【活動1】週１回以上運動・スポーツをする区民の割合

定義等 世論調査で「週１回以上運動・スポーツをする」区民の割合
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 43 45 47
(2)

実　績　値 - - 44 45 R6 49

達　成　率 0% 0% 0% 0% 102% 90% 100% 92% -

指標名 【成果2】体育協会、スポーツ施設、総合型地域クラブの事業参加者数

定義等 各種教室、大会、イベントの参加者や選手派遣者数、総合型地域クラブの事業参加者数、その他地域事業参加者数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 420,000 421,000 421,000 421,000 421,000
(3)

実　績　値 366,723 121,484 144,483 185,564 R6 421,000

達　成　率 87% 87% 29% 29% 34% 34% 44% 44% -

指標名 【活動2】自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

定義等 世論調査で「自宅や職場及びその周辺」で運動・スポーツに取り組む区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 45 71
(4)

実　績　値 -



。

ン

グチャレンジなどの

　

チャレンジ企画等の情

　

報発信を継続して行っ

　

ていく。

【指標３】

　

　

新型コロナウイルス感

　

染症拡大防止対策が緩

原

和され、各種教室、大

因

会、イベントが復活、

分

開催されている状況か

析

ら令和５年度は

大きく

：

増加することを期待す

コ

る。また、これまで運

ロ

動につながっていない

ナ

区民についても、「ち

禍

ょいスポ」や「みるス

に

ポーツ」の

充実などを

お

図ることで運動・スポ

い

ーツの楽しさを伝え、

て

新たな活動層へのアプ

制

ローチとして啓発を進

限

める。

　

【指標４】

　

さ

コロナ禍の行動制限を

れ

きっかけに、身近なと

て

ころでスポーツを楽し

い

む区民に対して、より

た

定着を図っていく。読

他

書や文化活動と

の連携

の

によるスポーツを入口

活

としない「ちょいスポ

動

」の考え方を取り入れ

の

た事業に力点を置き、

代

運動・スポーツを行う

わ

裾野を広げ

ていく。

【

り

指標５】

　障がい者通

に

所施設や特別支援学校

、

などに、積極的に出張

運

相談を行い、相談件数

動

の増加を図る。併せて

・

、各相談者のニーズに

ス

見合

う、受け皿となる

ポ

スポーツ活動を増やす

ー

ために、スポーツ施設

ツ

や地域のスポーツ団体

に

に働きかけていく。ニ

取

ーズの把握については

り

、障がい者の行動計画

組

を策定する中で、アン

ん

ケート調査やヒアリン

だ

グなどの実施を検討す

区

る。

【指標６】

　現行

民

の障がい者スポーツ指

が

導員養成を継続してい

い

くとともに、修了者が

る

今後さらに意欲的に障

反

がい者のスポーツ推進

面

を支援して

いけるよう

、

、活動実践の場の情報

運

提供や研修会の実施な

動

ど、資格取得後のフォ

・

ローアップを進めてい

4

ス

く。

ポーツ

　　　　　か

 

ら離れてしまった区民

担

が戻りきらずにいるこ

当

とが原因と考えられる

部

。

【指標２】

達成状況

に

：45％と目標値どお

お

りではある。

原因分析

け

：新型コロナウイルス

る

感染症対策が緩和され

評

てきた状況を踏まえれ

価

ば、前年度の実績値を

（

上回ると考えられると

部

ころだ

　　　　　が、

長

微増にとどまった。運

評

動・スポーツ離れした

価

区民が戻ってきていな

－

いと推察される。

【指

１

標３】

達成状況：44

次

％と目標値を下回って

評

いる。

原因分析：新型

価

コロナウイルス感染症

）

対策が緩和されてきた

そ

ものの、コロナ禍前の

の

状況の半数程度の参加

１

者数となった。前年度

1

と

　　　　　比べ増と

)

なっているが、大会や

施

イベントについては感

策

染症対策を講じたため

の

、入場者や参加者を絞

達

り開催されたものが

　

成

　　　　多く参加者数

状

の伸びも小幅となった

況

。

【指標４】

達成状況

と

：69％と目標値を大

そ

きく上回っている。

原

の

因分析：ジム離れなど

原

が進む一方、自宅など

因

身近なところで取り組

の

める運動・スポーツが

分

定着してきていると推

析

察される。

　　　　※

【

　令和５年度、６年度

指

の目標値について、令

標

和４年度の実績値に基

１

づき上方修正した。

【

】

指標５】

達成状況：２

達

９人と目標値を下回る

成

結果となった。

原因分

状

析：「肢体不自由の子

況

どもが気軽に参加でき

：

るプール教室を紹介し

コ

てほしい」といった具

ロ

体的な希望に対し、紹

ナ

介できる施

　　　　　

禍

設がないという状況や

以

、体験参加したものの

前

その後の環境の変化や

の

体調の悪化を理由に継

状

続化しなかったケース

況

が多か

　　　　　った

と

ことから実績値が低調

同

なものとなった。

【指

様

標６】

達成状況：１８

に

３人と目標値を大きく

、

上回った。

原因分析：

5

令和４年度は、２０名

0

弱の講習会修了者を見

％

込んでいたが、希望者

中

を制限せず申込者をす

盤

べて受け受け入れた結

を

果、

        

推

  ３２名受講と障が

移

い者のスポーツ推進を

し

支える人材の増につな

横

がった。

2)達成状況

ば

と原因分析を踏まえた

い

今後の方向性

【指標１

状

・２】

　コロナ禍をき

態

っかけとして、自宅な

と

ど身近なところでスポ

な

ーツを始めた区民につ

っ

いて定着した活動につ

た

ながるよう、ウォーキ



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

小学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4144 65,884 3,809 69,693 現状維持 Ａ

中学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4145 16,832 3,809 20,641 現状維持 Ａ

学校施設の地域開放事業 生・スポーツ振興課4146 11,802 4,468 16,270 現状維持 Ａ

スポーツ推進委員会活動支援事業 生・スポーツ振興課4147 11,546 12,446 23,992 現状維持 Ａ

スポーツ振興事務 生・スポーツ振興課4148 36,134 18,573 54,707 現状維持 Ａ

地域団体活動支援事業 生・スポーツ振興課4149 8,226 11,616 19,842 現状維持 Ａ

体育協会活動支援事業 生・スポーツ振興課4151 26,571 5,808 32,379 現状維持 Ａ

スポーツ施設指定管理者管理運営事務 生・スポーツ振興課20896 587,601 30,772 618,373 現状維持 Ａ

生涯スポーツ施設改修事業 生・スポーツ振興課21820 36,262 14,925 51,187 現状維持 Ａ

合計９事業 800,858 106,226 907,084

3)施施策の手段として位置付け



施

情報の把握に努める

と

策

ともに、各主体の専門

の

性を活かした啓発につ

概

なげる。

協働・協創
の

要

取 組 み

【目標】10 

柱

人や国の不平等をなく

立

そう【ターゲット】1

て

0.2 2030年ま

6

でに、年齢、性別、障

【

害、人種、民族、出自

ひ

、

宗教、あるいは経済

と

的地位その他の状況に

】

関わりなく、すべての

自

人々の能力強化及び社

ら

会的、経済的及び政治

考

的な包
ＳＤＧｓが

含を

え

促進する。10.3 

行

差別的な法律、政策及

動

び慣行の撤廃、ならび

し

に適切な関連法規、政

、

策、行動の促進などを

そ

通じ
目指す目標

て、機

の

会均等を確保し、成果

成

の不平等を是正する。

果

【関連する理由】人権

を

尊重意識を普及啓発す

地

ることは、すべての
（

域

ターゲッ
人々の能力強

に

化及び社会的、経済的

活

及び政治的な包含を促

か

進するとともに差別の

す

解消や機会均等の確保

人

につながる。
ト）との

施

関
【評価】講座や講演

策

会を実施することで、

群

区民の人権に関する理

名

解や人権尊重意識の向

4

上に努めた。また、広

多

報紙や
連及び評価

ＳＮ

様

Ｓを活用し、同和問題

な

や拉致問題、子どもの

個

人権等、様々なテーマ

性

を取り上げ、人権尊重

や

意識の普及啓発につな

ラ

げた。引き続き、社会

イ

で関心の高い人権課題

フ

を的確に捉え、啓発し

ス

ていく。

備　　　考

タイルを認めあう風土を醸成する

施 策 名 4.1 人権尊重意識の啓発

■　人権に関わる団体等と連携しながら人権尊重意識を普及啓発し、すべての人の人権が尊重され、偏見や差別のな

　い社会を実現する。

施策の方向
( 目 標 )

■　人権擁護委員や区内活動団体と講座を年３回共催し、それぞれの専門分野の視点を取り入れながら実施してい　

　る。

■　区の人権推進指針「人権の推進をめざして」で重点課題としている１６の人権問題のうち、平成３０年度足立

　区政モニターアンケートで「守られていないと感じる人権問題」として、「障がい者」（68.1％）、「子ども」
現　　　状

　（63.9％）、「女性」（62.5％）、「インターネットによる人権侵害」（61.1％）の順に高い数値を示した課題の

　他、社会で啓発が強く求められる課題や国が定める各課題の啓発強化週間にあわせ、広報紙やホームページに啓発

　記事を掲載している。

■　共催団体の専門性を活かしながら、興味関心を引く内容を企画するため、関心度の高いテーマ選定や訴求力の高

　いチラシ作成など、連携した取組みが必要である。

■　人権問題に関わる情勢を的確に捉え、必要性が高い啓発テーマの選定が求められる。

■　講座や講演会の参加者に限らず、人権問題に日頃興味関心の低い区民も含め広く啓発するために、広報紙を活用

　したさらなる啓発が必要である

足

。
課　　　題

■　効果

立

的な普及啓発イベント

区

実施に向け、人権に関

　

わる当事者団体等が発

令

信する情報の収集に努

和

め、積極的に意見

　交

５

換を行っていく。

■　

年

インターネット上の人

度

権侵害やＬＧＢＴをは

施

じめとした多様な性の

策

あり方に関わる差別や

評

偏見など人権課題を的

価

　確に捉え、庁内各課

調

と連携しながら積極的

書

に広報紙を活用し、広

(

く区民の人権尊重への

令

理解を促進していく。

和

方　　　針

担 当 課 名 総

４

務課（取りまとめ）

電

年

話 番 号 03-3880

度

-5497 E-mai

事

l soumu@cit

業

y.adachi.t

実

okyo.jp

　人権

施

擁護委員及び人権団体

)

との意見交換やイベン

1

ト共催など交流の機会

 

を設け、人権に関わる



年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 3,193 3,693

人件費 20,129 19,083

総事業費 23,322 22,776

前年比(金額) 534 △546

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】過去のアンケートで課題となっている4つの人権問題について偏見や差別がないと感じる区民の割合

定義等 世論調査で障がい者、子ども、女性、インターネット上での人権侵害について偏見や差別がないと回答した人の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 36 36 36
(1)

実　績　値 - - 30.4 28.5 R6 40

達　成　率 0% 0% 0% 0% 84% 76% 79% 71% -

指標名 【活動1-1】人権に関わる団体等と共催した講座回数

定義等 区が人権に関わる団体と共催した講座の回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 3 3 3
(2)

実　績　値 - - 0 3 R6 4

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100% 75% -

指標名 【活動1-2】偏見や差別解消に向けた取組みを行っている庁内各課と連携した広報紙による啓発回数

定義等 区が広報紙に人権啓発記事を掲載した回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 7 7 9
(3)

実　績　値 - - 6 7 R6 10

達　成　率 0% 0% 0% 0% 86% 60% 100% 70% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2



要因が考えられるが、近年、子どもの

人権や、インターネット上での誹謗中傷などが報道等で取り上げられることが多いことが一つの

4

要因として考えられる

 

。また、ロ

シアによる

担

ウクライナ侵攻問題な

当

ど、不安定な世界情勢

部

などの影響も考えられ

に

る。

　活動指標1-1

お

は、新型コロナウイル

け

ス感染症防止対策に配

る

慮し定員を半数に制限

評

しての実施ではあった

価

が、講座の実現が可能

（

と

なり、目標値を達成

部

することができた。足

長

立地区人権擁護委員会

評

と共催で行った人権講

価

座では、近年注目され

－

ている「ＬＧＢＴ」

を

１

初めてテーマとし、講

次

師には当事者家族に登

評

壇頂くなど、注目度、

価

関心度の高い内容で実

）

施できた。

　活動指標

そ

1-2は、同和問題や

の

ヤングケアラーなど様

１

々な人権課題に応じた

1

記事を掲載した。また

)

、「人権週間」「北朝

施

鮮人権侵

害問題等啓発

策

週間」等に合わせて記

の

事を掲載することで、

達

国や都の啓発に合わせ

成

てより効果的な啓発を

状

行い、目標値を達成す

況

るこ

ともできた。8/

と

25号では、区政90

そ

周年企画として、人権

の

の根幹である「平和」

原

を特集した記事を掲載

因

し、戦争の悲惨さや平

の

和の尊

さを強く伝えた

分

。

2)達成状況と原因

析

分析を踏まえた今後の

　

方向性

　活動指標1-

成

1の人権に関わる団体

果

等との共催講座につい

指

ては、共催実績のある

標

団体との良好な関係構

1

築に努め、開催回数の

は

増加

及び企画内容の充

、

実を図るとともに、他

昨

の人権団体との共催を

年

研究していく。

　活動

度

指標1-2については

比

、新型コロナウイルス

で

感染症の影響で中止し

約

ていた講座や講演会が

2

徐々に再開の方向であ

％

り、区民に「

人権」に

低

ついて改めて考えてい

い

ただく機会の提供を継

数

続していく。実施方法

値

についても、コロナ禍

と

で工夫した方法（動画

な

の活用等

）を取り入れ

っ

ることも検討しながら

た

、より効果的な方法で

。

実施していく。また、

そ

このような事業実施に

れ

あわせて、広報紙等で

ぞ

の啓

発にも力を入れて

れ

いくことで、講座に参

が

加していない方も含め

感

、広く人権尊重意識が

じ

行き渡るよう努めてい

る

く。

　この2つの活動

人

指標を始めとした取り

権

組みを進めて行くこと

侵

で、成果指標である「

害

人権問題について偏見

に

や差別がないと感じる

は

区民の割合」の増加に

様

つなげていく。

々な



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

人権啓発普及事務 総務課3465 3,336 16,594 19,930 現状維持 Ａ

人権啓発普及事務 教育指導課4110 52 1,659 1,711 現状維持 Ａ

人権教育啓発事業 中央図書館4173 305 830 1,135 現状維持 Ｂ

合計３事業 3,693 19,083 22,776

3)施施策の手段として位置付け



施

向けて、改善が可能な

策

審議会の担当所管に対

の

するヒアリングや審議

概

  会への女性委員の

要

選出の働きかけ、要請

柱

などに引き続き取り組

立

んでいき、育児中の女

て

性も安心して審議会に

6

参加で

　きるよう託児

【

環境の整備と周知を図

ひ

ることで、女性が活躍

と

できる社会を目指して

】

いく。

担 当 課 名 多様性

自

社会推進課（取りまと

ら

め）

電 話 番 号 03-3

考

880-5222 E-

え

mail danjo@

行

city.adach

動

i.tokyo.jp

し

　各施策においてそれ

、

ぞれが抱えている現状

そ

や課題を分析し、既存

の

の庁内連携はもとより

成

、先駆的な事業に取り

果

組ん

でいる自治体、関

を

係機関への調査を経て

地

、有益な情報を積極的

域

に発信していく。

協働

に

・協創
の 取 組 み

【目標

活

】5　ジェンダー平等

か

を実現しよう【ターゲ

す

ット】5.1　あらゆ

人

る場所におけるすべて

施

の女性及び女児に対す

策

る

あらゆる形態の差別

群

を撤廃する。5.2　

名

人身売買や性的、その

4

他の種類の搾取など、

多

すべての女性及び女児

様

に対する
ＳＤＧｓが

、

な

公共・私的空間におけ

個

るあらゆる形態の暴力

性

を排除する。5.5　

や

政治、経済、公共分野

ラ

でのあらゆるレベル意

イ

思決
目指す目標

定にお

フ

いて、完全かつ効果的

ス

な女性の参画及び平等

タ

なリーダーシップの機

イ

会を確保する。5.6

ル

　国際人口・開発会議

を

（ターゲッ
（ＩＣＰＤ

認

）の行動計画及び北京

め

行動綱領、ならびにこ

あ

れらの検証会議の成果

う

文書に従い、性と生殖

風

に関する健康及
ト）と

土

の関
び権利への普遍的

を

アクセスを確保する。

醸

【関連する理由】行政

成

評価を実施し、事業や

す

施策の効果について評

る

価・分析
連及び評価

を

施

行うことで、ジェンダ

策

ー平等につながる業務

名

改善を行っていく。【

4

評価】具体的な施策目

.

標を設定することで、

2

事

業や施策の実施効果

男

を概ね図っていくこと

女

ができた。

備　　　考

共同参画社会の推進

■　性別にかかわらず、個性や能力を発揮し活躍できるよう、環境を整備していくことで、男女共同参画社会の実現

  を目指す。

■　ＤＶ防止のために広く意識啓発を行うことで、区民一人ひとりの知識と理解を深め、ＤＶの未然防止あるいは早

施策の方向   期発見につなげていく。

( 目 標 )

■　令和元年度にワーク・ライフ・バランス（以下「ＷＬＢ」）推進事業の認定制度について見直しを行い、認定企

  業数が前年度の57社から85社に拡大した。

■　ＤＶの仕組みや現状を正しく理解するための講座やリーフレットの配布を通じて、啓発や情報提供を行ってい

  る。
現　　　状

■　区の審議会等における女性委員比率調査の結果、女性比率の低い審議会の所管には聞き取りを行い、他所管の取

　組みを伝えるなど、女性比率の向上を促している。

■　ＷＬＢ推進事業は、制度の内容やＷＬＢの意義についての周知が十分に行きわたっていないため、さらなる啓発

  に向けた取組みが必要である。

■　ＤＶには身体的暴力だけではなく、様々な種類の暴力があり、男女を問わずいかなる場合も暴力は絶対に許され

  ないことについて、区民の認識や理解を深めていくことが必要である。

■　審議会等における女性比率は着実に上昇しているが、女性比率の向上に向けて改善

足

が可能な審議会等につ

立

いて
課　　　題

　は、

区

所管へのさらなる働き

　

かけが必要である。

■

令

　各関係団体や他所管

和

事業に参加している事

５

業者に対する制度内容

年

や取組み事例などの個

度

別説明を通して、ＷＬ

施

Ｂ

  の周知を図って

策

いくと同時に、区民の

評

意識が男女共同参画の

価

推進に直結するよう、

調

充実した内容の講座や

書

イベント

  を企画し

(

ていく。

■　ＤＶの被

令

害者にも加害者にもな

和

らないための未然防止

４

や、ＤＶ被害者支援に

年

あたって早期発見と正

度

しい知識を

  もって

事

適切に対応できるよう

業

、区民、職員を対象に

実

様々な機会をとらえて

施

広く啓発活動を行って

)

いく。
方　　　針

■　

1

今後も審議会における

 

女性比率の目標達成に



防止講座の開催回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 14 14 14 14 14
(5)

実　績　値 14 12 10 10 R6 14

達　成　率 100% 100% 86% 86% 71% 71% 71% 71% -

指標名 【活動2-2】DV防止のためのリーフレット配布部数

定義等 区がDV防止のために配布したリーフレット数
指

単　位 部 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 3,000 3,000 6,000 6,000 6,000
(6)

実　績　値 5,230 4,860 5,410 10,911 R6 6,000

達　成　率 174% 87% 162% 81% 90% 90% 182% 182% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 34,242 34,305

人件費 55,752 53,082

総事業費 89,994 87,387

前年比(金額) 10,438 △2,607

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果】男女が対等な立場で意思表示や活動をすることができ、また責任も分かちあっている、と感じている区民の割合

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 35 40 40 40 45
(1)

実　績　値 29 31 34 30 R6 50

達　成　率 83% 58% 78% 62% 85% 68% 75% 60% -

指標名 【活動1-1】足立区各種審議会・委員会等への女性の参画率

定義等 女性委員の数／区附属機関等の委員総数
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 35 35 36 37 38
(2)

実　績　値 33 35 35 35 R6 40

達　成　率 94% 83% 100% 88% 97% 88% 95% 88% -

指標名 【活動1-2】足立区WLB認定企業の数

定義等 区が認定するWLB推進企業の数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 110 120 134
(3)

実　績　値 85 100 112 134 R6 140

達　成　率 85% 61% 100% 71% 102% 80% 112% 96% -

指標名 【成果2】身体的暴力以外のＤＶ（精神的・経済的・社会的・性的）の認知度

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 60 65
(4)

実　績　値 - - 49 49 R6 75

達　成　率 0% 0% 0% 0% 98% 65% 82% 65% -

指標名 【活動2-1】区民向けDV防止講座開催回数

定義等 区が実施したDV



等

時期に、ＤＶによる人

に

権侵害がいかに危険な

関

ものであるかを周知し

す

ていく。

る報道、メディア露出が増

えたことにより区民の判断基準が厳しくなったことが要因として考えられる。

指標（２）前年度よ

4

り変化なし。委員の選

 

定のタイミングが「毎

担

年ではない」、また「

当

推薦団体の中に女性の

部

役職者数が少ない」

こ

に

とが女性委員の参画率

お

の増加しない要因とし

け

て考えられる。

指標（

る

３）前年度よりも認定

評

企業数は増加。毎年の

価

広報活動が一定の効果

（

を上げたものと考えら

部

れる。

指標（４）前年

長

度より変化なし。ＤＶ

評

というと身体的暴力を

価

指すことが広く認知さ

－

れ、身体的暴力以外の

１

ＤＶとはどういったも

次

の

なのか理解されてい

評

ないことが原因として

価

考えられる。

指標（５

）

）ＤＶ防止講座は必要

そ

性の高い講座であるも

の

のの、令和４年度より

１

講座のあり方の見直し

1

を行っている段階であ

)

り講座数

は前年度のま

施

まとなった。

指標（６

策

）区内の中学、高校１

の

年生の全生徒にリーフ

達

レットを配布したこと

成

により前年度より大幅

状

に増加した。

2)達成

況

状況と原因分析を踏ま

と

えた今後の方向性

指標

そ

（１）家事・育児の家

の

庭生活だけでなく、社

原

会生活全般において男

因

女間の不平等さを感じ

の

られてしまう状況であ

分

る。社会情勢

の変化に

析

合わせ、性別間での不

指

公平の壁を取り払うよ

標

うな講座、情報発信を

（

行い男女共同参画に関

１

する意識向上につなげ

）

たい。

指標（２）女性

例

の委員参加人数が横ば

年

いの状況が続いており

通

、推薦団体において女

り

性の役職者数を増やす

の

よう働きかけていく。

達

ま

た女性委員の参加人

成

数向上だけでなく、多

状

種多様な意見が反映さ

況

れる審議会づくりを実

で

現できるような取り組

あ

みを行っていく。

指標

っ

（３）令和５年度は新

た

規募集を停止し、ＷＬ

。

Ｂ推進企業認定制度の

令

見直しを行う。認定自

和

体が目的とならないよ

３

う制度の改善

を行う。

年

指標（４）ＤＶ防止法

度

が施行され２０年以上

よ

経過している現在でも

り

、いまだに十分な認知

も

度とは言えない。実例

実

紹介、相談窓口の

周知

績

、広報やＳＮＳでの情

値

報発信を広く行ってい

は

く。

指標（５）ＤＶ防

減

止講座の在り方を見直

少

し、区民にとって意味

し

のある講座を開催する

て

ため課内で検討を進め

い

ていく。

指標（６）近

る

年ＳＮＳの発達により

が

中高性を取り巻く状況

、

が急速に変化している

男

。行動範囲が広がり、

女

世の中との関わりが増

平

えて

いく若年層のこの



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

男女参画プラザ管理運営事務 多様性社会推進課3599 816 18,244 19,060 現状維持 Ｂ

男女共同参画社会の推進と女性活動への支援事業 多様性社会推進課3600 33,489 34,838 68,327 現状維持 Ａ

合計２事業 34,305 53,082 87,387

3)施施策の手段として位置付け



施

進部　地域調整課（取

策

りまとめ）

電 話 番 号 0

の

3-3880-517

概

7 E-mail tab

要

unka@city.

柱

adachi.tok

立

yo.jp

日本語教室

て

のボランティア講師や

6

国際理解教育の授業を

【

実施するボランティア

ひ

スタッフとの協働によ

と

り、多文化共生

推進活

】

動を実施している。

協

自

働・協創
の 取 組 み

【目

ら

標】10 人や国の不

考

平等をなくそう（各国

え

内及び各国間の不平等

行

を是正する）

【ターゲ

動

ット】10.2 すべ

し

ての人の能力を強化し

、

、社会・経済・政治へ

そ

の関わりを促進する。

の

　10.3 機会均等

成

を確保
ＳＤＧｓが

し、

果

成果の不平等を是正す

を

る。
目指す目標

【関連

地

する理由】国籍や民族

域

などの異なる人々が互

に

いの文化的な違いを認

活

め合いながら、共に生

か

活し共に活躍する地
（

す

ターゲッ
域社会づくり

人

を進めていくことは、

施

すべての人々の能力強

策

化および社会等への関

群

わりを促し、機会均等

名

の確保につな
ト）との

4

関
がる。

連及び評価
【

多

評価】感染症対策を徹

様

底した国際理解教育の

な

実施や外国にルーツを

個

持つ子どもを対象とし

性

た学習支援の実施など

や

、

感染症拡大の影響が

ラ

続く中でも可能な限り

イ

事業の継続に努めた。

フ

備　　　考

スタイルを認めあう風土を醸成する

施 策 名 4.3 多文化共生社会の実現

■　年々増加する在住外国人が暮らしていくため必要な相談体制を充実させるとともに、日本人区民・外国人区民が

地域の発展に向けて共に活躍する多文化共生社会を目指した環境を整備する。

施策の方向
( 目 標 )

■　区内在住の外国人人口は年々増加しており、令和２年４月現在で３万４千人を超えた。

■　令和元年５月現在、外国籍の子どもたち1,615名が区立小・中学校で学んでおり、就学前の児童も教育・保育施

設に1,110人が在園している。

■　区立小・中学校での国際理解教育等を通じて、異文化理解や交流を促進している。
現　　　状

■　日本語ボランティアの育成等を通じて日本語ボランティア教室を支え、外国人の日本語習得を支援している。

■　外国人人口の増加に伴い、行政手続きや生活相談など、日々の生活に密着した相談が増えているため、相談体制

の強化が必要である。

■　日本国籍でも外国にルーツを持つ子どもが増えており、文化的背景の異なる子どもたちが互いに認めあう環境の

必要性や日本語学習支援を行う必要がある。

■　新型コロナウイルス感染症の影響で、国際理解教育や日本語ボランティア教室等を従来どおり実施できないため
課　　　題

、新しい生活様式に配慮した対応を考えていく必要がある。

■　やさしい日本語や多言語翻訳機を活

足

用した相談対応や行政

立

文書・通知書等の多言

区

語対応、東京都及び庁

　

内各課か

らの情報提供

令

の体制を充実し、区内

和

在住外国人の生活を支

５

援する。

■　外国にル

年

ーツを持ち文化的背景

度

の異なる子どもたちが

施

互いの違いを認め合え

策

るよう、区立小・中学

評

校からの国際

理解教育

価

講師派遣依頼に対して

調

十分に対応できる体制

書

を構築し、異文化や言

(

葉の違いを伝える国際

令

理解教育を推進す

る。

和

方　　　針
■　新しい

４

生活様式を取り入れた

年

日本語ボランティア活

度

動を支援し、在住外国

事

人の日本語学習等の充

業

実を図る。

■　外国に

実

ルーツを持つ児童・生

施

徒等の就学や進学を支

)

えるために、日本語学

1

習支援を実施する。

担

 

当 課 名 地域のちから推



8

達　成　率 92% 87% 96% 91% 85% 81% 87% 85% -

指標名 【活動2-2】区民向けの行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が対応できた割合

定義等 他部署からの外国人区民向け行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が対応できた割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 100 100
(5)

実　績　値 100 - 100 100 R6 100

達　成　率 0% 100% 0% 0% 0% 100% 100% 100% -

指標名 【活動2-3】日本語ボランティア教室開催回数

定義等 区内日本語ボランティアグループが実施する日本語教室の開催回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 430 500
(6)

実　績　値 583 226 233 440 R6 580

達　成　率 0% 101% 0% 39% 0% 40% 102% 76% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 22,383 30,337

人件費 41,581 38,087

総事業費 63,964 68,424

前年比(金額) 11,994 4,460

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】国際理解教育を実施した小・中学校における異文化への関心度

定義等 国際理解教育を実施時、児童・生徒へアンケート調査を行い、「もっと知りたい・学びたい」と回答した者の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 55 60
(1)

実　績　値 57 - 48 60 R6 65

達　成　率 0% 88% 0% 0% 0% 74% 109% 92% -

指標名 【活動1】小・中学校への国際理解教育講師派遣クラス数

定義等 区立小・中学校の学級総数のうち、国際理解教育講師を派遣したクラス数
指

単　位 クラス 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 91 92 20 50 80
(2)

実　績　値 118 0 21 69 R6 110

達　成　率 130% 107% 0% 0% 105% 19% 138% 63% -

指標名 【成果2】国籍、文化等が異なる人々がともに暮らしやすいまちだと感じる区民の割合

定義等 世論調査により、「暮らしやすい・どちらかといえば暮らしやすい」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 37 37
(3)

実　績　値 - - 43 40 R6 37

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 116% 108% 108% -

指標名 【活動2-1】外国人生活相談対応件数

定義等 外国人相談員が外国人の生活相談に対応した件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 2,595 2,599 2,636 2,673 2,710
(4)

実　績　値 2,380 2,499 2,228 2,324 R6 2,74



析

に生活し共に活躍する

：

地域社会づくりを進め

前

ていく。

【指標4】

　

年

利便性の高い通訳タブ

度

レットを活用しつつ、

に

複雑な相談には経験豊

児

富な外国人相談員が丁

童

寧な対応を心がけ、外

・

国人相談の充実

を図る

生

。

【指標5】

　外国人

徒

へ正確に情報提供でき

へ

るよう、引き続き他部

実

署からの翻訳依頼に対

施

し、期限内に全件回答

し

できるよう努める。

【

た

指標6】

　ボランティ

ア

ア講師の高齢化に伴い

ン

、活動の休止や解散に

ケ

至る教室もあるため、

ー

新たな講師を養成する

ト

ための講座を引き続き

結

実施

し、各教室が円滑

果

に運営できるよう支援

を

していく。

集約し、各校へ募集をかける際に子どもたちが興味を持っている内

　　　　　　

4

容（外国の食べ物やス

 

ポーツなど）を学校側

担

へ伝えることで、子ど

当

もたちの関心度の高い

部

メニューを多く実施で

に

きた

　　　　　　こと

お

が要因と考えられる。

け

【指標2】

　達成状況

る

：前年度の実績値を上

評

回り、目標値を達成す

価

ることができた。

　原

（

因分析：4月当初から

部

各校へ募集を行い、年

長

間を通じて事業を実施

評

できたことが実績値の

価

向上につながった。

【

－

指標3】

　達成状況：

１

目標値は達成できたも

次

のの、前年度の実績値

評

を下回った。

　原因分

価

析：コロナ禍において

）

外国人転入者が減少し

そ

、外国人と交流する機

の

会が少なくなったこと

１

で、ともに暮らしやす

1

いまちだ

　　　　　　

)

と感じる区民の割合が

施

減少したと考えられる

策

。

【指標4】

　達成状

の

況：前年度の実績値を

達

上回ったものの、目標

成

値を下回った。

　原因

状

分析：外国人相談の多

況

い所管に導入した通訳

と

タブレットが活用され

そ

、外国人相談員が対応

の

する場面が想定より少

原

なくなって

　　　　　

因

　いる可能性がある。

の

【指標5】

　達成状況

分

：前年度に引き続き、

析

達成率は100％とな

【

った。

　原因分析：外

指

国人相談員が通訳支援

標

の合間に年間２１５件

1

（英語１０３件・中国

】

語６０件・韓国語５２

　

件）の翻訳作業を行っ

達

　

　　　　　　た。翻

成

訳取りまとめ担当者が

状

進捗確認を随時行うこ

況

とで、期限内に全て対

：

応することができた。

前

【指標6】

　達成状況

年

：前年度の実績値を上

度

回り、目標値を達成す

の

ることができた。

　原

実

因分析：コロナ禍の影

績

響により休止した教室

値

があったものの、感染

を

症対策を実施した上で

上

多くの教室が活動でき

回

たことが要因

　　　　

り

　　と考えられる。

2

、

)達成状況と原因分析

目

を踏まえた今後の方向

標

性

【指標1】

　児童・

値

生徒へのアンケートを

を

引き続き実施し、子ど

達

もたちが関心のある内

成

容を把握し、講師派遣

す

メニューの更なる充実

る

を図る。

【指標2】

　

こ

年度開始早々に各校へ

と

募集を行うとともに、

が

授業風景を写真や動画

で

で載せるなど、これま

き

で利用実績のない学校

た

へも興味を抱か

せるよ

。

う募集の仕方を工夫す

　

る。

【指標3】

　国際

原

交流イベント等を通じ

因

て日本人と外国人が交

分

流する機会を作り、共



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

多文化共生推進事業 地域調整課3568 30,337 38,087 68,424 拡充 Ａ

合計１事業 30,337 38,087 68,424

3)施施策の手段として位置付け



施

のバリアフリー化や、

策

ユニバーサルデザイン

の

に配慮し
方　　　針

　

概

た公共施設の整備を行

要

う。

担 当 課 名 都市建設

柱

課（取りまとめ）

電 話

立

番 号 03-3880-

て

5756 E-mail

6

tosi@city.

【

adachi.tok

ひ

yo.jp

　ユニバー

と

サルデザインに配慮し

】

た社会の構築のため、

自

区民を対象としたユニ

ら

バーサルデザイン講演

考

会、製品展およ

び啓発

え

チラシ配布等の各事業

行

を行い、区民とともに

動

心のユニバーサルデザ

し

インを推進していく。

、

　また、庁内職員と障

そ

がい当事者との意見交

の

換等を含めた、ユニバ

成

ーサルデザイン庁内推

果

進委員会を行い、人材

を

育成

協働・協創 を図っ

地

ていく。

の 取 組 み

【目

域

標】11   住み続

に

けられるまちづくりを

活

（ゴール）包摂的で安

か

全かつ強靱（レジリエ

す

ント）で持続可能な都

人

市及び人間居住を実現

施

する。
ＳＤＧｓが

【タ

策

ーゲット】11.7　

群

2030年までに、女

名

性、子ども、高齢者及

4

び障害者を含め、人々

多

に安全で包摂的かつ利

様

用が容易
目指す目標

 

な

          

個

 な緑地や公共スペー

性

スへの普遍的アクセス

や

を提供する。
（ターゲ

ラ

ッ
【関連性】　エレベ

イ

ーターの設置、ピクト

フ

グラム表示など、ユニ

ス

バーサルデザインの推

タ

進は、「女性、子ども

イ

、高齢
ト）との関

　　

ル

　　　者や障がい者を

を

含め、全ての人々に安

認

全で容易に利用できる

め

緑地や公共スペースの

あ

普遍的アクセスを提供

う

連及び評価
　　　　　

風

する」ことにつながっ

土

ている。

【進捗状況】

を

ユニバーサルデザイン

醸

の推進のため、バリア

成

フリー地区別計画策定

す

など各事業を着実に実

る

施している。

備　　　

施

考

策 名 4.4 ユニバーサルデザインの推進

■　ユニバーサルデザインに関する普及啓発活動を通じて、より多くの人が互いの個性や立場を理解しあうことによ

　り、「思いやりのこころ」を根付かせ、「心づかい」ができる区民があふれるまちをめざす。

■　だれもが円滑に移動できる施設整備や公共施設などのユニバーサルデザインの整備を進めることで、高齢者や障

施策の方向 　がい者など多様な人々への配慮がされた施設づくりを進める。

( 目 標 )

■　「足立区ユニバーサルデザイン推進計画」に基づき、ユニバーサルデザインに配慮した環境づくりを進めてお

　り、毎年度、区民、事業者、専門家から、関連する各事業の評価を受けることで、ＰＤＣＡマネジメントサイクル

　による施策の改善に取組んでいる。

■　「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の
現　　　状

　割合は34.4% にとどまっている。

■　「ユニバーサルデザイン2020 行動計画」が決定され、東京2020 オリンピック・パラリンピックを契機に、ユニ

　バーサルデザインの認知度向上が求められている。

■　区民や区職員、事業者など、区に関わるすべての人にユニバーサルデザインに関する理念を浸透させていく必要

　がある。

■　時間の経過とともに変化する社

足

会や要求されるサービ

立

スに対応していくため

区

、ユニバーサルデザイ

　

ンに配慮した

　まちづ

令

くりなど様々な施策が

和

広く展開されていなけ

５

ればならないが、取組

年

み状況は十分ではない

度

。

課　　　題

■　ユニ

施

バーサルデザインにつ

策

いて、より理解を深め

評

るよう小学校高学年向

価

けのユニバーサルデザ

調

イン出張講座、一

　般

書

区民向けのユニバーサ

(

ルデザイン講演会、ユ

令

ニバーサルデザイン製

和

品展などに加え、新た

４

な普及啓発活動を検討

年

　し、それらを推進す

度

ることで、すべての人

事

が個人として尊重され

業

、安心して、健やかに

実

暮らすことができる地

施

域社

　会の実現を目指

)

す。

■　新設の道路や

1

建物への対応に限らず

 

、現状を改善するため



4.1 4.2 4.2
(4)

実　績　値 4.1 3.9 4.3 4.5 R6 4.2

達　成　率 0% 98% 95% 93% 105% 102% 107% 107% -

指標名 平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長

定義等 バリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
指

単　位 ｍ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,800 2,350 2,900 3,450
(5)

実　績　値 916 1,610 2,430 3,040 R6 4,000

達　成　率 0% 23% 89% 40% 103% 61% 105% 76% -

指標名 バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）

定義等 バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）
指

単　位 施設 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 20 30 40 50
(6)

実　績　値 10 20 30 39 R6 60

達　成　率 0% 17% 100% 33% 100% 50% 98% 65% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 14,159 6,741

人件費 19,254 16,594

総事業費 33,413 23,335

前年比(金額) 7,874 △10,078

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の割合

定義等 世論調査で「日常生活の中で高齢者・障がい者等に配慮していると思う」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 41 45 46 48 49
(1)

実　績　値 34.4 33.3 36.8 34.9 R6 50

達　成　率 84% 69% 74% 67% 80% 74% 73% 70% -

指標名 小学校高学年向けのユニバーサルデザイン出張講座の実施延べ回数

定義等 ユニバーサルデザイン出張講座を実施した延べ校数
指

単　位 校 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 20 30 40 50
(2)

実　績　値 9 23 33 41 R6 60

達　成　率 0% 15% 115% 38% 110% 55% 103% 68% -

指標名 一般区民向け講演会、UD製品展の参加者人数

定義等 講演会及びUD製品展実施後のアンケート提出数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 534 538 542 546
(3)

実　績　値 530 143 93 44 R6 550

達　成　率 0% 96% 27% 26% 17% 17% 8% 8% -

指標名 ユニバーサルデザイン推進計画「柱３ 便利に生活できる『まちづくり』」にある施設整備に関する施策の評価点の平均

定義等 推進計画「柱３　便利に生活できる『まちづくり』」のうち、施設整備に関する施策の評価点の平均値（※評価年度）
指

単　位 点 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 4.1



り

力を入れて取り組むた

が

め、一般の方が興味を

評

持つような講演会等の

価

啓発活動を実施すると

に

ともに、様々な媒体を

厳

活

用した情報発信を行

し

い、ユニバーサルデザ

く

インまちづくりの将来

表

像である、「だれもが

れ

自分らしく暮らせるま

て

ち」の実現に取り組

む

お

。

り、目標値

を下回る34.9％となった。

指標(2)は、新型コロナウイルス感染拡大等により、数校で年

4

度内延期の対応がある

 

など厳しい状況となっ

担

たが、目標値を上回る

当

延べ41校で出張講座

部

ができた。

指標(3)

に

は、新型コロナワクチ

お

ン接種の影響により、

け

会場の確保が困難であ

る

ったことから、UD製

評

品展は中止となった。

価

また、講演

会について

（

、実績値は44人と低

部

いが、今回初めて、一

長

般区民が参加しやすい

評

休日に開催し、内容に

価

ついても、心のバリア

－

フリーを

問う短編映画

１

上映と映画監督のトー

次

クショーという一般の

評

方が興味を持ちやすい

価

講演会を実施した。

そ

）

の結果、アンケートに

そ

おいて84％の人が、

の

心のバリアフリーを意

１

識して行動していきた

1

いとの回答をいただい

)

た。

指標(4)は、着

施

実に施設整備実施した

策

ことが評価され、目標

の

値を上回る過去最高の

達

4.5点となった。

指

成

標(5)は、事業所管

状

課において、「バリア

況

フリー地区別計画（区

と

役所周辺地区）」の範

そ

囲の道路はじめとした

の

、歩道改修工事を

実施

原

し、目標値に達するこ

因

とができた。

指標（6

の

)は、令和4年度単年

分

度で公共建築物9施設

析

の整備が行われた。整

指

備数としては目標を下

標

回る39施設（累計）

(

となったが、設

計業務

1

を複数の施設で実施し

)

たことにより、今後の

は

バリアフリー整備が見

、

込まれるものである。

近

上記施策指標のほか、

年

令和4年度は、バリア

の

フリー地区別計画の4

心

地区目として、総合ス

の

ポーツセンター周辺地

ユ

区のバリアフリー地

区

ニ

別計画を策定し、また

バ

5地区目として、綾瀬

ー

・北綾瀬周辺地区の策

サ

定にも着手した。

今後

ル

もユニバーサルデザイ

デ

ン及びバリアフリーの

ザ

施策を着実に推進して

イ

いく必要がある。

2)

ン

達成状況と原因分析を

、

踏まえた今後の方向性

心

　今回、指標(１)の

の

「日常生活の中で高齢

バ

者・障がい者等に配慮

リ

している」と思う区民

ア

の割合について、目標

フ

値は年々上昇してい

く

リ

のに対し、実績値は横

ー

ばいの34％から36

へ

％となっている。

　こ

の

のことから、心づかい

関

をキーワードにした心

心

のユニバーサルデザイ

や

ン、心のバリアフリー

ニ

について、一定の方に

ー

は浸透されて

いるが、

ズ

それ以外の一般の方に

の

対する理解の醸成と普

高

及啓発が課題となって

ま

いる。

　その課題に、



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

ユニバーサルデザイン推進事業 都市建設課21226 6,741 16,594 23,335 拡充 Ａ

合計１事業 6,741 16,594 23,335

3)施施策の手段として位置付け


